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江戸川区立上一色中一学校 

第 1 章   総 則 

第１節  目 的 

（目的） 

第１条 この計画は、江戸川区立上一色中学校（以下、上一色中学校とする）の防火管理に

ついでの必要事項を定め、火災、震災、その他の災害の予防と生徒の人命の安全並び

に被害の軽減を図ることを目的とする。 

 

第２節  防火管理者の権限及び計画の適用範囲 

（消防計画の適用範囲） 

第２条 この計画は、上一色中学校に勤務する職員及び登校する生徒、その他出入りするす 

べての者に適用するものとする。 

 

（防火管理者及び事務局） 

第３条 防火管理者は、本校副校長とし、事務局を生活指導部・安全指導係におき、この計  

画のすべての事務を行うものとする。 

 

（防火管理者の権限及び業務） 

第４条１ 防火管理者は、この計画についての一切の権限を有し、次の業務を行う。 

（1）消防計画の検討及び変更 

（2）建築物、火気使用設備器具、危険物施設等の点検・検査の実施及び不備欠陥事     

項の改修促進 

（3）消防用設備等の点検整備の実施及び不備欠陥事項の改修促進 

（4）火気の使用または取り扱いに関する指導 

（5）増改築、修繕、等の工事時における火災予防上の指導 

（6）生徒、職員に対する防災教育及び各種訓練の年間計画の作成とその実施指導 

（7）校長に対する防火管理に関する助言及び報告 

（8）区教育委員会との防火、防災対策に関する事務の推進 

（9）その他防火管理上必要な業務 

２ 防火管理者は、次の業務について小岩消防署への報告、届け出等を行う。 

（1）消防計画の提出（改訂の都度） 

（2）建築物及び諸設備の設置または変更に伴う諸手続き 

（3）増改築、修繕等を行うときの事前連絡 

（4）消防用設備等の点検結果の報告            ′ 

（5）教育訓練指導の要請及び各種訓練の実施報告 

（6）その他法令に基づく諸手続 

 

第３節  防火管理委員会 

（防火管理委員会の設置） 

第 5 条１ 防火管理業務の適正な運営を図るため、学校長を委員長とする防火管理委員会    

を設置する。 

２ 委員は、防火管理者をはじめ学年主任及び生活指導主任、生活指導部とする。 

３ 委員会は、委員長が必要と認めたときに開催する。 
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（審議事項） 

第６条 防火管理委員会は、次の基本的事項について審議する。 

（1）消防計画・震災対策の作成及び変更に関すること、 

 （2）生徒の人命安全に関すること 

（3）校舎及び消防用設備の維持管理に関すること 

（4）予防管理組織及び自衛消防組織の編成に関すること 

（5）消火、通報及び避難訓練に関すること 

（6）震災対策に関すること 

（7）防災教育とその実施方法に関すること 

（8）その他防火管理に関すること 

 

第２章  予防管理対策 

第１節  予防管理組織等 

（予防管理組織） 

第７条１ 予防管理組織は、火災予防のための組織と、自主点検、検査を実施するための    

組織とする。 

   ２ 火災予防の組織は、平素における火災予防及び地震時の出火防止を図るため、   

防火管理者のもとに、各階及び特別校舎（体育館等）ごとに防火担当責任者を、   

各普通教室及び特別教室ごとに火元責任者を置く。 

   ３ 自主点検検査を実施するための組織は、消防用設備等及び建物、火気使用設備   

器具、電気設備等について適正な機能を維持するため、定期に点検検査を実施し、   

点検資格者及び自主点検検査班を定める。 

 

（防火担当責任者） 

第８条 防火担当責任者は次の業務を行う。 

（1）担当区域内の火元責任者に対する業務の指導及び監督 

（2）防火管理者の補佐 

 

（火元責任者の業務） 

第９条 火元責任者は、次の業務を行う。 

 （1）担当区域内（各教室）の火気管理 

 （2）担当区域内の諸設備器具の維持管理 

 （3）地震時における火気使用器具の使用停止及び安全処置 

 （4）防火担当責任者の補佐 

 

（自主検査班の業務） 

第 10 条 自主点検検査班は、建物、火気使用設備器具、危険物施設等の検査を次の事項に留

意し、別に定める検査票により実施する。 

 （1）給食室、主事室等における火気使用状況の適否及び火気使用設備の構造、管理の   

適否。 

（2）理科室、家庭科室等の火気使用器具及び危険物、火薬類、高圧ガス等の貯蔵・取り扱

い状況並びにその管理の適否。また、実験用各種材料等の保管の適否。 

（3）冬期の暖房用のストープの取り扱いの適否及び異常の有無。 

（4）職員室、主事室等における火気管理の適否。 

（5）体育館の映写設備、舞台等の照明装置の異常の有無。 

（6）防火壁に接する可燃物の有無。 

（7）廊下、階段等の避難上障害となる物品等の有無。 

２ 



（自主点検班の業務） 

第 11 条 自主点検班及び点検資格者は、消防用施設等の機能を維持管理するため、別に定   

める点検票により点検、整備を実施する。 

 

（自主点検検査の時期） 

第 12 条 前条による自主検査・点検は、次の時期に行うものとする。なお、平素における外

観的な点検については、各火元責任者が随時行う。 

（1）自主検査 

検 査 対 象 検  査  月  日 

建  築  物  ４月 ４日 ９月 １日 １月 ８日 

火気使用設備器具 ４月 ４日 ９月 １日 １月 ８日 

危険物施設等  ４月 ４日 ９月 １日 １月 ８日 

電 気 施 設  ４月 ４日 ９月 １日 １月 ８日 

（2）自主点検 

 
自主点検班 点検資格者 

外観点検 外観、機能、総合点検 

消   火  器  

屋 内 消 火 栓  

消 火 用 水  

自動火災報知設備 

非常警報施設器具 

避 難 器 具  

誘  導  灯  

誘 導 標 識  

４月 ４日 

 

９月 １日 

 

１月 ８日 

別途定められた日 

（点検検査の記録及び報告） 

第 13 条 1 防火管理者は、点検有資格者及び各自主点検検査班長からの結果をまとめ、学    

校長に報告する。 

２ 学校長は、消防用設備等の点検結果について種点検票を添付し、３年に１回消

防署長に報告する。 

 

（不備欠陥事項の整備） 

第 14 条 防火管理者は、建築物等及び消防用設備等に不備欠陥事項があるときは、その改   

修計画を立案し学校長に報告するとともに必要な指示を得て、整備の促進を図る。 

 

第２節  火災予防処置 

（火気等の使用制限） 

第 15 条 防火管理者は、火災警報発令下またはその他の事情により火災発生の危険や人命   

の安全上必要があると認めた場合は、その旨を校内全域に伝達し、火気の使用制限   

及び危険な場所への立ち入りを禁止する。 

 

（火災予防上の遵守事項） 

第 16 条１ 火気等を使用する者は、次の事項を遵守しなければならない。 

 （1）火気設備器具は、指定された場所以外では使用しない。 

 （2）火気設備器具は、使用前に必ず点検し、安全を確かめて使用する。また、使用     

後には必ず安全措置を講ずる。 

 （3）火気設備器具の周囲は常に整理整頓し、可燃物等を置かない。また、冬期ストー    

ブ使用時には、生徒に対しストーブ使用時の決まりを遵守させる。 

３ 



（4）火気設備器具を使用する場合は、消火用水または消火器を用意する。 

２ 次の事項を行う者は、防火管理者へ連絡し承認を得なければならない。 

（1）教室等の一部を変更して使用するとき。 

（2）教室等において火気使用設備器具の増設や移動を行うとき。 

（3）カーテン、ブラインド、暗幕の設置または交換するとき。 

３ 校内において工事を行う者は、次の事項を遵守しなければならない。 

（1）工事責任者は、工事に伴う作業計画を防火管理者に提出する。 

（2）生徒の安全を確保するため、工事を行う区域への立ち入り禁止措置を講ずる。 

（3）消火器または消火用水を配置しておく。 

（4）指定場所以外では焚き火や喫煙等を行わない。 

（5）危険物を使用しての工事は、その都度防火管理者に報告する。 

 

（学校施設を利用する者及び出入りする者の遵守事項） 

第 17 条 学校施設を利用する者は次の事項を遵守しなければならない。 

（1）利用者は、防火管理者から防火及び避難管理上の指導を受け、防火責任者を決定。 

 （2）避難口、廊下及び階段や避難通路となる部分に避難上障害となる物品を置かない。 

 （3）廊下及び階段は、避難時につまずき、滑り等を生じないよう維持しておく。 

 （4）避難口に設ける戸は、容易に開放できるものとし、開放した場合は廊下、階段等   

の幅員を有効に保持できるようにしておく。 

 （5）その他、火災予防及び人命の安全上必要な事項。 

第１8 条 火災発生時においては、以下の基本的対応をおこなう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

２ 児童生徒の安全確保 

  校舎外避難 

１ 火災発生 ＜その場の教員＞ 

①現場の生徒を校庭に避難させる。 

②近くの非常ベルを押し、「火事だ！○○より出火！」と大きな声

で叫ぶ。 

③消火活動を行う。 

＜職員室の教員・副校長＞ 

④主事室に行き、発報場所を確認する。 

⑤非常電話と消火器を持って発報場所に行く。火災のようすを電

話で連絡する。消火活動を行う。（＊火災でなかった場合） 

⑥非常放送で「緊急放送。緊急放送。火災発生。○○より出火。生

徒は、○階段を使って校庭に避難しなさい。」 

（2 回繰り返す） 

⑦非常電話で消火活動の状況を確認し、携帯電話(または職員室・

保健室の電話)から消防署に連絡する。 

⑧「火事です。江戸川区立上一色中学校です。 

住所は江戸川区上一色１－８－１１です。○○から出火しま

した。生徒は……。現在のようすは……」 

⑨全校生徒を校庭に避難誘導する。(出口の確保) 

自力で避難できない生徒の安全確保を優先する。 

⑩非常持ち出し袋を持つ。 

⑪消火活動が困難な場合は、教職員も直ちに避難する。 

３ 消火活動 

５ 避難後の安全確保 
○校庭に集合したら、校舎を背にして学年・学級ごとに出席番

号順に整列させ、教員が人員の確認をする。 

→副校長が集約する。 

○負傷者を確認し、関係機関への通報を行う。 

○生徒等の不安に対する対処を行う。 

４ 通報 



 

 

 

 

 

 

＊火災でなかった場合、非常ベルが間違って押されたら、主事室の警報盤横の復旧作業を行う。  

第３章  自衛消防活動対策 

第１節  自衛消防活動組織 

（自衛消防隊の設置） 

第 19 条 自衛消防組織は、学校長を消防自衛隊長（以下「隊長」という）に、防火管理者   

を副隊長とし、別表４のとおり、編成する。 

（隊長等の権限及び任務） 

第 20 条１ 隊長は、自衛消防活動における一切の権限を有し、次の任務を行う。 

  （1）避難開始時期の決定及び避難状況の把握。 

  （2）各種災害を判断し、自衛消防活動上必要な指揮、命令。 

  （3）消防隊との密接な連携。 

２ 副隊長は、隊長を補佐し、隊長が不在の場合はその任務を代行する。 

 

第２節  自衛消防活動 

（自衛消防隊本部の設置及びその活動） 

第 21 条１ 自衛消防本部は、校内の安全かつ生徒全体を把握できる位置に設置する。なお、     

自衛消防本部の構成員は、隊長、副隊長、指揮係他とする。 

    ２ 自衛消防隊本部には、防火対象物維持台帳及び在校者名簿等関係資料を準備し、     

指揮命令及び消防隊に対する情報提供体制を確立する。 

（通報、連絡） 

第 22 条１ 火災を発見した者は、職員室に連絡するとともに、消防機関に「１１９」通報     

する。 

２ 通報連絡係員は、放送設備を活用し、緊急放送を行い避難させる。 

    ３ 通報連絡係員は、消防機関へ通報されたかどうかを確認するとともに、火災の    

延焼状況や生徒の避難状況を逐次自衛消防隊本部に通報する。 

（消火活動） 

第 23 条１ 初期消火係員は、火災発生の報告と同時に出火場所に急行し、屋内消火栓及び

消火器等を使用し、延焼の拡大防止を主眼とした消火活動を行う。 

     ２ 消防隊到着後は、消防隊に状況報告を行い、協力するとともに、警戒区域の設    

定及び自衛消防本部との連絡にあたる。 

（避難誘導） 

第 24 条１ 避難誘導は次により行う。 

 （1） 授業中に校内で出火した場合 

    1）教科担任はただちに授業を中止し、校内緊急放送を静かに聞くよう指示する。 

    2）避難及び避難経路は、原則として次による。 

ア 全生徒を速やかに校庭に避難させる。 

イ 火災発生階より上層に位置する学級は、非常階段または火災発生場所の反      

対側の階段を利用して避難させる。 

ウ 火災発生階より下層に位置する学級は、屋内の最寄りの階段から避難する。    

この場合、上層階からの避難を優先させる。 

3）ハンカチ等を口に当てるよう指示し、煙を吸わないようにさせる。 

５ 

６ 鎮火後の対応 ○校舎の被害を把握し、安全点検を行う。 

○区教委へ報告する。 

○災害対策本部が今後の対応を決定する。 

○安全が確保できる場所に生徒を移動させ、今後の対応を伝え

る。保護者には緊急連絡メール・HP にて情報を流す。 



    4）出席簿を持ち、廊下に整列させたのち校舎外へ避難誘導を行う。 

5）廊下、階段では、「おさない」「かけない」「しゃべらない」「もどらない」を励行

させる。 

    6）校舎外では、早足で、集合位置に整列させ、人員点呼を行い点呼する。 

 

（2） 休憩時間中に校舎内で出火した場合 

    1）学級担任は、担任する教室に直行し、混乱を防止するとともに出席簿を持ち、     

定められた避難経路により避難誘導を行う。 

    2）学年主任は、生徒が残留する恐れのあるトイレ、体育館を点検する。 

    3）校庭での人員点呼等は、（1）に準じて行う。 

 

（3） 授業中に隣接した建築物より出火した場合 

    1〉教科担任は、緊急放送の指示に従い、生徒を校庭に避難誘導させる。 

    2）校庭の第１避難場所で人員点呼を行う。 

 

（防護安全措置） 

第 25 条 防護・安全係は、建物、火気使用設備器具及び高圧ガス等について、次の安全措置    

を講ずる。 

  （1）避難終了後の防火戸の閉鎖。 

  （2）給食室及び理科室、家庭科調理室等のガス栓の閉鎖及び高圧ガスボンベ、危険物    

等の安全な場所への移動。 

  （3）暖房設備等の使用停止措置及び危険物施設の安全措置。 

  （4）その他防護安全上必要な措置。 

 

（残留生徒の救出活動） 

第 26 条 救助係は、災害の発生と同時に次の活動を行う。 

  （1）生徒の避難開始と同時に担当区域を巡回し、残留者の有無を確認する。 

  （2）残留者がいた場合は、その救助にあたる。 

 

（応急救護活動） 

第 27 条 救護係は、次の活動を行う。 

  （1）自衛消防隊本部に併設して救護所を設定する。負傷者の応急処置を行うとともに学

年、氏名、負傷程度等の必要事項を記録し、自衛消防隊本部に報告する。 

（2）救急隊到着時は、救急隊と密接な連絡をとり、負傷者を速やかに搬送する。 

 

（休日、夜間における活動体制） 

第 28 条 休日、夜間における諸活動は、警備会社・SECOM（03-3672-0019）学校コ－ド０

３９１５４または江戸川区役所から、連絡を受けた隊長の指示に従う。 

 

第 29 条 自衛消防隊の装備、並びにその管理と保管場所は以下のとおり。 

  （1）装備および保管場所 

装 備 機 材 個  数 保  管  場  所 

消 火 器 ５２ 校舎内各所 

ロ ー プ  ２ 主事室 

担   架  １ 保健室 

携帯用拡声器  ２ 職員室 

携帯用照明器具 ５ 事務室・主事室 

６ 



（2）装備機材の維持管理は、教職員用は各自で、また、その他については事務局で行い、

常時使用可能の状態にしておく。 

            第 4 章   震災対策 

日常的な学校防災活動 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

学校防災委員会の設置 

○危機管理マニュアルの策定 

○防災教育・防災訓練の計画、実施 

○日常的な施設点検等の実施 

○区教育委員会、区役所との連絡・調整 

○小岩警察署、小岩消防署との連絡・調整 

【組織】 

委員長    副委員長      総務係（災害対応ﾏﾆｭｱﾙ・災害対策本部組織の整備、 

（校長）  （副校長）          資料、情報収集、記録など） 

                施設・設備係（施設・設備の点検など） 

                防災教育係（防災教育、避難訓練、研修の企画） 

                 救急・救護係（応急手当、防災用具の取扱い指導等） 

学校施設・設備等の点検・整備 

災害対応マニュアルの策定 

○災害の状況別の具体的対応策 

○生徒等の安否確認方法、保護者への引渡し計画 

○関係機関への連絡体制の整備 

○薬品保管庫等の危険物保管所をはじめ、校内及び敷

地内の施設・設備全般についての点検（定期・随時・

日常） 

○物品の倒壊・落下防止対策 

○消防法に基づく点検・整備 

 

防災上必要な用具等の点検整備 

○保管場所の把握 

○重要書類等の保管（校長印、学校沿革史、卒業生台

帳、指導要録、人事関係書類等） 

 

 

防災教育の実施 

○防災訓練推進計画の作成 

○生徒の発達段階に応じた防災教育の実施 

○多様な状況を想定した避難訓練の実施 

○家庭、地域とともに考える防災教育の実施 

○防災研修の実施 

○「心のケア」の視点にたつ研修 

情報・連絡体制の整備 ○一元的な情報管理 

○学校内における情報の管理・連絡体制や災害時に連

絡すべき機関の把握（リストアップ） 

○保護者への緊急連絡方法の協議 

 
ＰＴＡ・地域等との連携 

○近隣校・地域団体との連携 

○各種機会を捉えた、危機管理マニュアルの保護者・

地域の方等への周知 



学校災害対策本部組織 

 

 

 

 

 

   

 

 

                                                                      

                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本部長（校長） 

 本部の総括、意思決定 

○副本部長(副校長) 

 本部長の指示による 

 連絡・報告等 

○副本部次長（教務主幹） 

 各班の連絡・調整等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

災

害

対

策

本

部

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

総務 

・災害情報の収集 

・保護者への引渡し連絡メールの送信 

・学校 HP の非常用切替、更新 

避難誘導 

・避難誘導 

・生徒等の安全確保 

・保護者との連絡 

・生徒等の下校、引き渡し 

救護 

・生徒等被災者の救護 
 

 副校長  

教務主任  

生活指導主任  

各学年主任    

 

養護教諭  

生活指導部 

  

施設安全 

・消火 

・施設等の被害状況の点検把握 

・電気、ガス等の安全措置 

・立入禁止措置などの危険回避対応 

・通学路等の被害状況の把握 

搬出 

・重要書類等の非常搬出、保管 

 事務職員  

避難受入 

・避難所開設・運営の支援・協力 

 教務部  

  

   

通報連絡 

・全体指揮、避難指示 

・情報収集整理 

・生徒及び教職員の安否確認 

・警察、消防等への通報連絡 
教務主任  

情報推進化ﾘｰﾀﾞｰ 

 

進路指導主任

進 路 指 導 部  

用務主事 

救助 
・生徒等残留者の救出 

生活指導部 

  



（震災予防措置） 

第 30 条１ 各自主点検検査班及び火元責任者は、地震による災害を予防するために、建物    

及び諸施設等の点検を定期的に行う。 

２ 点検検査項目 

（1）建物及び建物に付随する工作物（スピーカー等）の倒壊、落下危険の有無。 

 （2）戸棚、ロッカー、昇降口の靴箱等の転倒危険の有無。 

 （3）高所に不安定な品物を置く場合の落下防止措置の確認。 

 （4）窓ガラスのひび割れ箇所の有無。 

（5）理科室の実験用器具、薬品による災害を防止するための措置の適否。 

（6）理科室の化学消化器及び乾燥砂の状況の適否。 

 

（地震後の安全措置） 

第 31 条１ 各火元責任者は、担当区域内の生徒の安全と教室内の窓及び天井等の安全確認    

及びストーブ等の異常の有無を点検する。 

    ２ 各点検検査班は、地震発生後、校舎全般にわたり、建物、火気使用設備器具、    

消防用設備等について点検検査を実施し、異常の有無を防火管理者に報告する。 

    ３ 防火管理者は、火気使用設備器具についての各報告に基づき安全を確認した上     

で使用供給の開始を指示する。 

 

（地震に備えての準備品） 

第 32 条 地震に備え、次の品目を準備しておく。 

   ・ 医薬品、担架、毛布（保健室） 

   ・ 携帯用ラジオ、トランシーバー（職員室、放送室） 

   ・ 携帯用拡声器、ロープ、メガホン、警笛（職員室、事務室） 

 

（生徒名簿の作成、集団下校時の班編成） 

第 33 条 防火管理者は、震災時に用いる生徒名簿を作成しておく。また、集団下校時の班    

編成を行い、下校の際の帰宅経路、班人員帰宅後の連絡報告の方法等について明

確にしておく。 

 

（避難場所の指定） 

第 34 条 避難場所及び避難経路は、以下のとおりとする。 

避 難 場 所 所在及び名称 集  結  場  所 

第一次避難場所 上一色中学校校庭 校庭の体育館前にクラスごとに整列す

る。 

第二次避難場所 上一色南小学校校庭  

 

第２節  地震時の活動 

（地震時の基本行動） 

第 35 条 地震時の活動は、第３章各節によるほか、次のとおりとする。 

（1） 授業中に地震が発生した場合の基本行動 

 

 

 

 

 

 

９ 



 教職員在校時に発災した場合の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生徒に安心させ 

 

 

 

 

 

１０ 

 

２ 生徒の安全確保 

１ 地震発生 
○生徒に安心させるような声をかける。 

○身を守るよう指示する。 

・教室の場合、机の下に潜り込み、対角線に机の脚を

つかみ、頭は窓や壁と反対側に向けて身を守る。 

 ・カバン、座布団等で頭を保護する。 

 ・体育館、校庭等の場合、中央に集まり頭を抱えてし

ゃがませる。 

 ・廊下等の場合、「落ちてこない、倒れてこない、移動

してこない」場所に避難する。 

○ドアや窓を開けて出口を確保する。 

○火災など二次災害を防止する。 

 ・コンロ、ファンヒーター等の火を消す。 

 ・コンセントを抜き、ガスの元栓を閉める。 

○負傷者を確認する。 

３ 校舎外避難の決定と指示 

○避難経路の安全を確認する。 

 ・ドアや窓付近の落下物等危険物を除去し、脱出口を

確保する。→被害状況を主事室で集約 

○全校生徒に避難を指示する。(非難しない場合もあり) 

○自力で避難できない生徒の安全確保を優先する。 

４ 校舎外避難 

○余震が発生することを想定し、落下物等に注意し冷静

に行動するよう指導する。 

○お・か・し・も（押すな・かけるな・しゃべるな・戻

るな）を合言葉として、分かりやすい指示で生徒を掌

握する。 

○校舎内に生徒が残っていないか確認する。 

○教職員は、誘導、負傷者搬送など、連携した行動をと

る。 

○避難の際、出席簿、災害時引渡しカード、ホイッスル、

懐中電灯、ラジオ、災害用 PHS 等の災害時持ち出し

品を携帯する。 

○校庭に集合したら、学年、学級ごとに整列させ、腰を

降ろして低い姿勢で待機させる。 

５ 避難後の安全確保 ○人員の確認と安否確認を行う。 

○負傷者を確認し、関係機関への通報を行う。 

○生徒等の不安への対処を行う。 

 
６ 状況把握 ○ラジオ等で、地震についての情報を収集する。 

 



措置区分 学校長等の基本行動 教師の基本行動 

第一次措置 

火気使用器具の始末をし、自営消防員

以外の者は、校庭及び体育館に急行

し、生徒の安全措置を講ずる。 

地震発生と同時に教室に直行し、机の下に

入るよう指示し、避難口を確保する。 

火気使用器具の始末をする。 

 

 

第二次措置 

 

 

 

 

本部員は、生徒の安全及び校舎の被害

状況を把握し、状況に応じた必要な措

置命令を出す。 

本部員以外の者は、状況により、生徒に

教室に戻るよう指示する。 

 

 

地震の終息後は、行方不明の生徒がいない

か速やかに調査する。 

生徒が全員教室に戻ったかどうか、また、

負傷者の有無を確認し、適切な措置を行

う。 

その後の行動については本部からの指示

を待つ。 

三次措置 

(教室待機の場合は)避難終了の確認

を行い、第二次避難場所への移動の

適 

否を判断する。 

出席簿を携行し、校庭への避難完了後、

人員点呼を行い、異常の有無を本部へ報 

告する。 

 

（避難行動） 

第 36 条 震災時の避難行動は、以下による。 

 （1）机の下に身を隠させ、揺れの収まるのを待たせる。防護措置をとらせ、避難行動か円

滑に行えるようにする。 

 （2）校舎外への避難開始は、周囲の状況によるが、原則として本部からの命令による。 

 （3）校舎外への避難は、校舎の一部倒壊・破損等による出入口の閉鎖及びその他の危険性

を考慮し、避難経路を即時に判断して行う。それ以外は、第２４条に定める経路に従

って行う。 

（4）広域避難場所への避難開始は、公共機関の避難命令及び校長の判断により開始する。 

（5）広域避難所への避難では、隊列を組み、学級担任は学級の先頭に立ち、担任以外は隊

列の左右に適宜位置し、事故防止に努める。 

 （6）広域避難所への避難が終了した段階で、教育委員会に連絡する。 

 （7）避難時における装備の携行者は以下のとおりとする。 

装  備  名 携  行  者 用     途 

担 架 

トランシーバー 

医 薬 品 

メカホン 

トランジスタラジオ 

重要書類等 

毛 布 

携帯用拡声器 

 

応急救護係 

通報連絡係 

応急救護隊 

生徒指導係 

通報連絡係 

搬出係 

応急救護係 

本部員、学年主任 

 

傷病者の搬送 

避難連絡用 

応急手当用 

避難時の統率用 

情報収集用 

非常持ち出し品搬送、管理 

傷病者の救急用具 

避難統率用 

 

 

 

（生徒の引き渡し） 

第 37 条 広域避難場所において生徒を家族に引き渡す場合、学級担任は名簿による確認の

もとに行う。学級担任が不在の場合は、学年主任または学級副担任が代行する。 

 

 

 

１１ 



 

 

 

 

 

生徒名 
年  組  番 名前 地区番号  

住所 
 

 

緊急連絡先 

 

電話番号＊停電する事も予想されます。連絡が取れる番号を複数ご記入下さい。            

昼①              夜間① 

 ②                ② 

 ③                ③ 

本校に在籍 

する兄弟姉妹 
有 

無 

  年  組   番  名前   

年  組   番  名前   

緊急時の生徒引き取りについて 

震度５強以上の地震発生の場合、原則として生徒は学校待機とし保護者の方に迎えに来ていただき、生徒引

き渡しとなります。その際に下記のいずれになりそうかあらかじめ○を記入し、その他の場合は具体的にお

書き下さい。 

① 学校へ子どもをすぐに迎えに来られる。（  ） 

②仕事の関係等で迎えに行くのに時間がかかる。（  ） 

③その他（  ）                 

引き取り予定者名＜本人との関係＞ 

①            ＜        ＞ ②           ＜        ＞ 

③            ＜        ＞ ④           ＜        ＞ 

⑤            ＜        ＞ ⑥           ＜        ＞ 

引き渡し 

日時 

     

月   日   時   分 

引き渡し教職員署名欄 

 

連絡＊避難に際し伝えておきたいことがあれば、教師が記入するに。 

 

 

学校からの連絡は、上一色中ホームページで行います。問い合わせのお電話はお控え下さ

い。 

 

 

１２ 

上一色中学校 大規模地震発生時における 

生徒引き渡し緊急連絡カード（保護者用・学校用） 



 

第 38 条 震災時の避難行動で平常ではない場合、以下による 

 

（１）校外活動中に発災した場合の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 

１ 地震発生 

２ 安全確保 

○正確な状況把握と的確な指示（下見時の見学施設の  

把握、避難経路・避難場所の確認、施設管理者等との

打合せ） 

○最寄りの避難場所に避難する。 

○宿泊場所で発災した場合は、その管理者に従う。 

○電車、バス等に乗車中は、係員の指示に従う。 

○生徒の安全確保ができ次第、学校に現状の報告を行う

とともに、学校と連携して保護者に速やかに連絡す

る。 

○生徒に不安を抱かせないようにする。 

３ 近くの避難場所へ避難 

○避難場所、救護施設がない場合、地元の人や機関等か

ら情報を入手し、的確に対応する。 

○施設管理者等の指示に従う。 

○海岸での津波、山中での崖崩れ・落石に注意する。 

４ 避難後の安全確保 

○人員を確認する。負傷者の応急手当を行う。 

○生徒等の不安に対する処置（状況説明、今後の対応等

の説明）を行う。 

○地元の公的機関へ救援を要請する。 

 

５ 学校への連絡 

６ 避難後の対応決定 

○学校への連絡、状況報告を行い、指示を受け対応する。

（連絡が不通の場合は、教育委員会や公的機関へ） 

○学校から教育委員会へ連絡する。 

○学校から保護者へ連絡する。 

○教育委員会からの指示を受ける。地元の公的機関へ救援

を要請する。 



 

（２）登下校時に発災した場合の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 

 

生徒等の行動 教職員の対応 

１ 地震発生 

２ 安否確認のた 

めの活動開始 

○校内残留生徒等の安否を確認

する。 

○通学路上、避難場所の生徒等

の安否を確認する。 

 

 

通

学

路

巡

視 

 

校
内
巡
視 

自
宅
確
認 

○保護者、地域と連携

し、生徒等の所在を確

認する。 

○在校中の生徒等を情

況に応じ校庭に避難

させる。 

 ３ 生徒の安全確保 

４ 避難後の対応決定 

○出勤途中の場

合は、学校に向

かう。 

○帰宅途中の場

合は、学校に戻

る。 

○保護者へ確実に

引渡す。 

○家族不在時は、学

校待機させる。 

 

１ 地震発生 

２ 安全確保 

○カバンや上着等で頭部を

保護し、身を低くする。 

○建物、ブロック塀、窓ガラ

スから離れる。 

○車道に出ない。 

○電車・バス乗車中は、運転

手・駅員等の指示に従う。 

 

３  近くの避難

場所へ移動 

○揺れが収まったら、状況に

応じて公園、学校等の避難

場所、あるいは自宅に避難

する。 

○自宅や学校に避難するこ

とが困難な場合、教職員や

保護者等が来るまで、その

まま待機する。 

○垂れ下がった電線に近づ

かない。 

○避難所等に避難した場合、

安全の確保ができ次第、で

きれば家か学校に連絡す

る。 

 

自宅 学校 



１５ 

ア：震度５弱（「不安定なものが倒れることがある」程度）以下の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ：震度５強（「固定していない家具が倒れることがある」程度）以上の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 学校災害対策本部の設置 
○非常配備態勢を取る。教職員各自の役割を確認し校

長が業務を指示する。 

○行方不明者を捜索する。 

○負傷者に応急手当を行う。 

○受水槽、高架水槽の栓を閉じる。ガス元栓を閉じる。

機械警備システムを解除する。 

○ラジオ、テレビ、ネット等で情報を収集する。 

○校舎・校庭・体育館の被害状況を確認する。学校周

辺の状況把握（施設・住民）も行う。 

○被害の状況、負傷者の人数等を把握し、教育部本部

（教育推進課庶務係  5662-1621 or 070-

6561-9179）に報告する。 

○救助を要する生徒がいる場合、消防へ通報する。 

２ 保護者への連絡 
○震度５強以上、または５弱以下であっても公共交通機

関が停止した場合は、保護者が引取りに来るまで生徒

を学校に待機させる。  

○生徒の引渡しについて保護者に連絡する。引渡しの開

始を周知させる手段として、防災行政無線、緊急連絡

メール、学校ホームページを活用する。 

 

 

他の避難場所に移動する場合 

○避難誘導する前に、生徒の人員を点呼する。 

○校門などに避難先を掲示する。 

○避難集団の編成は学級単位で編成し、学校集団

の先頭は副校長とし、担任はクラスの最後尾に

つく。 

○カバン等で頭部を守りながら行動させる。 

○避難場所に着いたら、人員を点呼する。 

○行方不明の生徒がいる場合は、捜索する。 

１ 校舎内外の被害状況の点検 

２ 生徒の安全確保 

３ 学校周辺の状況確認 

４ 生徒の下校 

○校舎内外の目視による点検を行い、教室及び体育

館の状況確認を行う。 

○生徒を教室に誘導し、待機させる。 

○震度４以上の場合は、連絡メールにて生徒の避難状況

を配信する。 

○ラジオ等で、地震についての情報を収集する。 

（津波、河川の決壊、周辺の火事等） 

○通学路の状況確認を行う。（建物や道路の状況） 

○区の指示を待ち、学区域の安全が確認されたら、生徒

を地域班に分けて集団下校させる。なお、集団下校の

場合は、安全の確保ができる場所まで地域担当の先生

が引率する。 

○公共交通機関が止まっている場合には、生徒を学校に

留め置く。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）教職員在外時外の対応 
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１ 地震発生 

２ 教職員の参集 

○震度５強以上の場合は、非常配備計画に基づき、教職員は

自身及び家族の安全を確認した後、直ちに学校に参集す

る。 

○学校災害対策本部を設置する。 

○状況により臨時休校等の措置や、教育委員会や保護者への

連絡を行う。 

３ 災害状況確認 ○校舎の被災状況を確認する。 

○電気、水道等、ライフラインの被災状況を確認する。 

○教職員の安否、住居の被災状況を確認する。 

○生徒等及び保護者の安否、住居の被災状況を確認する。 

○避難所の状況を確認する。 

○地域（通学路等）の被災状況を確認する。 

○教育委員会へ生徒等の被害状況（教科書、文房具等の紛失・

焼失状況も含む）を報告する。 
４ 避難後の対応決定 

３ 保護者への引渡し 
○通学路の安全確保、保護者の状況等を総合的に判断

し、生徒を保護者等に引渡す。 

○引渡しは、災害時引渡しカードで行う。 

○引渡しは原則として担任が当たる。 

○災害時引渡しカードに登録していない人が引受人と

して来た場合は、確認ができるまで引渡しを行わな

い。 

 

４ 緊急避難所の開放 

○残留生徒と避難者の待機スペース（校庭等）を確保す

る。 

○雨天時や厳寒期は施設の安全確認終了後、体育館に誘

導する。 

 

○避難所運営協議会がたちあがったら、避難所開設マニ

ュアルに基づき、避難所開設準備に当たる。 ５ 避難所開設準備 



１７ 

第５章 防災教育及び訓練 

第１節  防災教育等 

（防災教育の実施） 

第 39 条１ 防災管理者は、教職員に対する防災教育を次の基本的事項に基づき、年度計画

を作成する。 

（1）消防計画に定める遵守事項について 

（2）生徒に対する防火教育及びその指導方法について 

（3）火災及び地震等の災害時における任務及び責任について 

（4）その他火災予防上必要な事項について 

２ 各学級担任は、生徒に対し次の基本的事項について防災教育を実施する。 

（1）火災及び地震等による災害の基礎知識 

（2）地震の発生する原因 

（3）煙及びガス等の危険性 

（4）油類による火災発生の危険 

（5）火災を予防するための基礎知識 

（6）避難方法及び避難訓練の重要性 

（7）学校周辺の地理的現況 

（8）その他火災予防上必要な事項 

 

（防災意識の啓発） 

第 40 条 防火管理者は、教職員及び生徒の防災意識を高めるため次の事項を行う。 

 （1）防災に関するポスター、パンフレット等の作成 

 （2）学校だより、家庭通信による啓発 

 （3）朝礼利用しての防災意識の高揚 

 （4）消防署と密接な連絡を図り、火災予防等に対する円滑な推進 

 

第２節 防火訓練 

 

（防火訓練の実施） 

第 41 粂 防火管理者は、教職員に対する各種訓練計画及び生徒の避難訓練等の実施時期、

方法について具体的に作成する。 

 

（避難訓練時の基本行動） 

第 42 条 訓練時に生徒がとる基本行動は以下のとおりとし、災害時には自然にその行動が

とれるよう、訓練及び日常のカリキュラムを通し習熟を図る。 

災害種別等 生 徒 の 基 本 行 動 

授業中に校内で出火した

場合 

 

 

 

１ すべての行動を止め、静かに放送を聞く。 

２ 指示があるまで身勝手な行動をしない。 

  上履きをきちんと履く。 

３ ハンカチを出し、静かにすばやく廊下に並ぶ。 

  学用品は持たない。 

４ 煙か出ている場合は、身を低くし、ハンカチを口に当て、煙を吸わ

ないようにする。 

５ 「おさない」「かけない」「しゃべらない」「もどらない」で行動し、

特に階段では前の生徒を押したりしない。 

６ 校庭では、教師を先頭に早足で行動し、集合場所では整列し、腰を

下ろし、指示があるまで待つ。 



休憩時間次期案中に校内

で出火した場合 

 

１ 教室、廊下、体育館等にいる場合 

 ア 指示をよく聞き、指示どおりに静かに行動する。 

 イ 廊下、トイレ等にいた生徒は、その場で教師の指示を待つ。 

 ウ 避難の途中で教室等には引き返さない。 

２ 校庭にいる場合 

  指示に従い、決められた集合位置に整列し、腰をおろし、次の指示

があるまで待つ。 

 

（消防機関への指導要請及び報告） 

第 43 条 防火管理者は、避難訓練、自衛消防訓練を実施する場合、事前に「自衛消防訓練通

知書」により小岩消防署に通知するとともに、必要と認める場合は、指導の要請を

行う。 

 

（訓練結果の検討） 

第 44 条 防火管理者は、避難訓練結果をまとめ、防火管理委員会で検討を行い、その後の訓

練に反映させる。 

 

第６章  その他の災害活動対策 

第１節  水災害時の活動 

 

（水災害時の措置） 

第 45 条 台風、集中豪雨等で被害が予想される場合、防火管理者は以下の措置を行わせる。 

  （1）自主点検検査班に、校内の異常の有無を点検させ、補強等の安全措置を行う。 

  （2）通報連絡係員に、区役所及び防災機関等から必要な情報を収集させ、周辺の被害状

況を確認する。 

 

（警戒宣言発令に伴う対応措置） 

第 46 条 大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言が発令された場合は、東京都防災会

議の定める内容で対処する。 

 

 

第 47 条 本校が地域住人の避難場所となった場合は、表に従い避難誘導の順番をさだめ、

管理室等の使用を禁ずる。なぜならば、授業開始時の円滑な対応を図ることを考慮

するために実行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 



警戒宣言発令時の対応 

 

１ 注意情報発令時の対応 

（１）教育委員会は、注意情報発令の連絡を受けたときは、小・中学校に連絡する。 

（２）学校は、授業を学級活動・ホームルーム活動に切り替え、児童・生徒に注意情報

が発令された旨を伝える。 

（３）地震に対する注意事項、警戒宣言が発令された場合の対応措置を指導する。 

 

２ 警戒宣言が発せられた場合の措置 

（１）在校時 

  ア 授業を打ち切り、警戒宣言が解除されるまで臨時休業とする。 

  イ 児童・生徒は校内で保護する。 

（２）校外活動時 

  ア 宿泊を伴う校外活動時は、その地の災害対策本部の指示に従うとともに、速や

かに学校に連絡する。 

  イ 校長は、情報を保護者に連絡する。 

  ウ 学校の対応状況を区教育委員会に報告する。 

  エ 日帰りの遠足等の場合は、その地の警察、消防等官公署と連絡を取り、状況に

応じて即時帰校等の措置をとる。 

  オ 交通機関の運行や道路状況によって帰校することが危険と判断された場合は、

近くの小学校、中学校に避難するなど適宜必要な措置をとる。 

  カ 校外活動が強化地域内の場合は、その地の区市町村と連絡をとり、その地の警

戒本部の指示に従う。 

（３）登下校時に警戒宣言が発せられた場合 

  ア 登下校時に警戒宣言が発せられた場合、生徒は学校や家庭までかかる時間など

を考慮し、適切に避難する。 

   ※ 特に教職員の目が届きにくい登下校時においては、児童・生徒一人一人が最

も安全と考えられる対応ができるよう、日頃から柔軟に対応することの重要性

を指導しておく。 

（４）その他の対策 

  ア 飲料水、食糧、毛布等を生徒のために準備する。 

  イ 生徒に対して、今後の対応を指示、説明する。 

  ウ 保護した生徒の人数、保護体制について、教育委員会に報告する。 

（５）警戒解除宣言の情報収集 

   学校は、警戒解除宣言の情報を、区災害対策本部、ラジオ、テレビ等から入手す

る。 

 

（緊急下校） 

第 48 条 緊急下校は、別に定めるところにより行う。 
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（授業再開に向けた対応マニュアル） 

第 49 条 授業の再開に向けた対応について、別に定めるところにより行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付則 この計画は、令和３年 ５月 １日から実施する。 

    

 

２０ 

１ 地震発生 

２ 教職員の参集 

○非常配備計画に基づき、教職員は家族の安全を確認した

後、直ちに学校に参集する。 

○学校災害対策本部を設置する。 

○状況により臨時休校等の措置を行う。教育委員会や保護者

に連絡する。 

３ 災害状況確認 
○校舎の被災状況を確認する。 

○電気、水道等、ライフラインの被災状況を確認する。 

○教職員の安否、住居の被災状況を確認する。 

○生徒等及び保護者の安否、住居の被災状況を確認する。 

○避難所の状況を確認する。 

○地域（通学路等）の被災状況を確認する。 

○教育委員会へ生徒の被害状況（教科書、文房具等の紛失・

焼失状況も含む）を報告する。 

４ 授業再開の準備 

○校舎等の被害に対する応急措置を行う。 

○校舎等の安全点検、危険度判定調査を実施する。 

○ライフライン、仮設トイレを確保する。 

○教室を確保する。（他施設の借用、仮設教室の建設） 

○通学路の安全を確保する。 

○生徒の避難先等の動向を把握する。 

○学用品、救援物資等の受入れを行う。 

○生徒等の心理的影響を確認する。 

○避難所の運営状況との関係を確認する。 

 

５ 臨時登校、家庭訪問 

 被災状況調査の実施 

○生徒等の確認（避難移動した生徒等含む）と学級編成を行

う。 

○保護者への連絡方法を確認する。 

○生徒等の被災状況（教科書、学用品等）を確認する。 

○通学の安全について指導する。 

○避難移動した生徒等の訪問、実情の把握 

 
６ 教育委員会との協議・調整 ○校舎施設・設備等の復旧、仮設教室建設等を行う。 

○教職員を配置する。（指導体制、臨時時間割の編

成） 

○教科書等を確保する。 

○学校給食の再開に向けた対策を行う。 

○被災生徒等に対する学校納付金等の減額・免除を

行う。 

○授業再開の保護者への連絡 

○「心のケア」指導対策の確立 

 

７ 授業再開 



現状及びリスクの把握 

  本校は、江戸川区の南に位置している。海抜-２ｍであり、津波浸水区域である。 

校舎は昭３８年に建設された。校区には住宅地密集地があるため、地震後の火災の

有無を確認したうえで下校指示を出す必要がある。また近くには昔からの住宅も多く、

高齢者も多いことから、避難所開設の際は、多くの避難者が来校することが予想され

る。中学校が率先して避難誘導が必要だと考える。 

 

 

  

児童・生徒数  

教職員数 全校児童・生徒 

 ２２１名 

 

第１学年    ６０名 

第２学年    ９３名 

第３学年    ６８名 

 

 

  ３５名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 

学校の現状（令和 7 年 4 月１日現在） 

○学校の立地 

 ・海抜    －１．１ ｍ 

（江戸川区ハザードマップにより高潮・津波浸水区域） 

 ・交通   校舎の東側に環状７号線（京成バスの停留所あり） 

      校舎から徒歩 20 分のところに総武線新小岩駅、小岩駅 

・公園   校舎から南側 30ｍ先に本一色公園がある 

○自然的環境 

 ・校舎の南 20ｋｍに東京湾が広がっている 

 ・校舎の西 2ｋｍに新中川が流れている 

○社会的環境 

 ・学区全体的に戸建ての住宅が多い。 

 ・学区には昔からの住宅が多い。 

 ・本一色町会、上一色南部町会、上一色中町会、上一色北町会がある。 

 

○校舎       昭和  ３８ 年建設  

○登校時刻     午前  ８ 時 ００ 分～  ８ 時 ２０ 分 

○下校時刻     午後 １５ 時 ３０ 分～ １６ 時 ００ 分 

○昇降口      東昇降口：２年生  西昇降口：１・３年生 

○登下校時の環境 ・校舎東門（環状７号線側）から登下校 

         ・南門は緊急時のみ使用 

          

学校の立地環境 


